
 

防研総第１１８２号 

令和２年１２月２３日  

一部改正 防研総第３１５号 

令和４年３月３１日 

一部改正 防研総第１８８号 

令和５年３月７日 

 

 

各      部      長    

  戦史研究センター長 殿 

  各 特 別 研 究 官 

 

 

 

           防 衛 研 究 所 長 

                                  （公 印 省 略） 

 

 

 

所外勤務を行う際の手続について（通知） 

 

 

 標記について、防衛研究所職員及び研修員の勤務時間及び休暇に関する達（昭和６１年

防衛研究所達第３号）第８条に規定される所外勤務に関して、令和３年１月１日以降の運

用については、別紙のとおりとするので管下の職員に周知されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙 



 

第８条 職員等が、勤務時間中に所外における公務のために、不在となる場合は、所属長

に事由を述べて承認を受けなければならない。 

 

 別紙 

 

所外勤務の承認に係る手続 

 

１ 防衛研究所の職員及び研修員（防衛研究所規則（昭和３３年防衛庁訓令第７１号）第

３条に規定する研修員及び総合職職員の研修実施に関する達（昭和５８年防衛研修所達

第２号）に規定する研修員をいう。）は、所外勤務を行う際には、別紙様式の所外勤務申

請書に必要事項を明記して所属長に提出し、承認を得るものとする。 

 

２ 所外勤務の承認を必要とする勤務とは、調査研究又は教育訓練等を行うために、市ヶ

谷地区外において以下のような公務を行うものをいう。ただし、「テレワークの実施に当

たっての留意事項について（防人計第２３３２号。２９．２．２８）」別紙に定義される

テレワークを行う場合は除く。 

（１）大学、図書館又は研究所等における資料収集 

（２）防衛研究所以外が主催する研究会、シンポジウム、セミナー又は講演会等への参加 

（３）防衛研究所電算機システムの使用制限等の理由による自宅における研究会等の報告

書、講義資料又は研究論文の作成、オンライン会合等への参加 

（４）その他、所属長が認めたもの 

 

３ 命令等に基づく研修及び旅行命令に基づく出張並びに所内の手続きを経た講師派遣、

国会議員への説明及び他省庁職員との連絡調整については当該承認の必要はない。 

 

４ 防衛省中央ＯＡネットワーク・システム運用管理要綱について（防整情第３２１４

号。令和４年３月２日）（以下「要綱」という。）第１第２項第５号に規定する個人端末

及び防衛研究所情報システム利用管理細部要領について（防研総第９５８号。（２６．

８．２７））第３項に規定する汎用業務支援システムを持ち出す場合には、別途必要な手

続きを行うとともに、要綱第３第７項第１６号に基づき、盗難防止のために必要な措置

を講じるものとする。なお、使用する場所は、所外勤務先の執務場所内とし、当該シス

テム利用者以外の者により不正な操作や情報の窃取等が行われることのないと認められ

る場所に限るものとする。 

 

 

 

 

（参考） 

根拠：防衛研究所職員及び研修員の勤務時間及び休暇に関する達（昭和61年防衛研究所達

第３号） 

 （所外勤務） 



※ 氏名は自署又は記名とする。 

別紙様式 

 

            令和  年  月  日 

 

         殿 

                        官名（階級） 

                        氏    名       

 

 

所外勤務申請書 

 

 

 下記のとおり所外勤務を実施したいので申請します。 

 

記 

 

１ 期  日  令和  年  月  日（ ） 

          時  分から  時  分まで 

 

 

 

２ 勤務内容 

 

 

 

 

３ 勤務場所 

  （連絡先） 

 

 

４ 個人端末及び汎用業務支援システムの持ち出しの有無 

 

 

 

 

 

 


